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～確定申告でしか還付されない所得（税額）控除～ 
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 私たちの生活において、身近な問題である税金（所得税）について、細かなところまで理解され

ている方は少ないと思います。 

 今回から、来年の確定申告で還付される税金の手続きや、その項目について勉強していきましょ

う。 

 今回は税金に関係する「年末調整」と「確定申告」について、詳しくご説明します。 

 

■年末調整 

 年末調整とは、前年度の所得や情報を元に算出し、源泉徴収された所得税額を、1 年間の給与総

額が確定する年末に、その年に納めるべき税額との過不足を求め、その差額を調整する手続きです。  

 その手続きのために、勤務先に「各種申告書（扶養控除等申告書など）」を提出することでいろ

いろな控除が受けられます。 

 

  

 ※iDeCo 加入者は、「小規模企業共済等掛金」として、全額所得控除の対象となります。 

 ※育児休業などで、配偶者の所得額が年間を通じて 133 万円以下の場合は、配偶者控除等 

  申告書に忘れずに記入する必要があります。 

 

 



 

 ■確定申告でしか還付されない所得（税額）控除…以下は国税庁のホームページ 

 1 年間の所得に対する税金を計算し、税務署に申告して過不足を精算する手続きです。 

医療費控除や住宅ローン控除を受ける初年、ふるさと納税でワンストップ納税を適用しない場合な 

どは、申告が必要です。 

 確定申告書を提出する義務のない人でも、給与等から源泉徴収された所得税額や予定納税をした

所得税額が年間の所得金額について計算した所得税額よりも多いときは、確定申告をすることによ

って、納め過ぎの所得税の還付を受けることができます。この申告を還付申告といいます。 

 

還付申告書は、確定申告期間とは関係なく、その年の翌年 1 月 1 日から 5 年間提出することがで

きます。 

 

●還付申告の具体例 

給与所得者は、次のような場合には、原則として還付申告をすることができます。 

（1）年の途中で退職し、年末調整を受けずに源泉徴収税額が納め過ぎとなっているとき 

 

（2）一定の要件を満たしたマイホームの取得などをして、住宅ローンがあるとき（住宅借入金等

特別控除）…初年度のみで、2 年目からは年末調整で可能です。 

 

（3）借入金を利用して特定の改修工事をしたとき（特定増改築等住宅借入金等特別控除） 

 

（4）マイホームに特定の改修工事をしたとき（住宅特定改修特別税額控除） 

 

（5）認定住宅等の新築等をした場合(認定住宅等新築等特別税額控除) 

 

（6）耐震改修工事をしたとき（住宅耐震改修特別控除） 

 

（7）災害や盗難などで資産に損害を受けたとき（雑損控除） 

 

（8）特定支出控除の適用を受けるとき（給与所得者の特定支出控除） 

 

（9）多額の医療費を支出したとき（医療費控除） 

 

（10）特定の寄附をしたとき（寄附金控除） 

 

（11）上場株式等に係る譲渡損失の金額を申告分離課税を選択した上場株式等に係る配当所得等 

   の金額から控除したとき 

 

（注） （3）は令和 3 年居住開始分までの適用となっている。 

 



 

 ●還付申告の対象とならない所得の具体例 

 次に掲げる所得については、確定申告によって所得税の還付を受けることはできません。 

 

（1）源泉分離課税とされる預貯金の利子 

 

（2）源泉分離課税とされる抵当証券などの金融類似商品の収益 

 

（3）源泉分離課税とされる一定の割引債の償還差益 

 

（4）源泉分離課税とされる一時払養老保険の差益（保険期間等が 5 年以下のものおよび保険期間 

  等が 5 年超で 5 年以内に解約されたもの） 

 

 ●手続き 

 ・申告等の期限 

その年の翌年 1 月 1 日から 5 年間提出することができます。 

 

 ただし、青色申告特別控除（55 万円、65 万円）を受けようとする場合など、法定申告期限内

（原則翌年 3 月 15 日）までの確定申告書の提出が要件となっている特例を適用する場合には、

還付申告であっても法定申告期限内までに提出する必要があります。 

                    （国税庁 タックスアンサー） 

 

 

 

 


